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貸      借      対      照      表

（ 2021年 ３ 月 31 日 現 在）

（単位：百万円）

金　　　　額 金　　　　額

20,964     384,950    

3,754      266,157    

1,986      52,144     

5,385      3,777      

4,169      590        

239        2,307      

1,552      1,885      

2,656      4,544      

429        50,382     

793 2,545      

△ 3 5          

539        

69         

1          

828,412 157,935    

319,502    124,432    

204,951    11,287     

2,484      3,474      

90,863     14,781     

210,610    13         

関 係 会 社 株 式 160,467    7          

投 資 有 価 証 券 47,297     1,097      

長 期 前 払 費 用 1,635      2,840      

そ の 他 の 投 資 等 1,209 

542,885    

292,830    

56,665     

45,456     

35,000     

10,456     

190,708    

4,605      

186,103    

特 別 償 却 準 備 金 459        

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 10,120     

固定資産圧縮特別勘定積立金 24         

別 途 積 立 金 2,300      

繰 越 利 益 剰 余 金 173,198    

13,660     

13,660 

306,491    

849,376    849,376    

資 本 準 備 金

科 目

( 負 債 の 部 ）

負 債 合 計

純 資 産 合 計

前 受 運 賃

繰 延 税 金 負 債

固 定 資 産 撤 去 損 失 引 当 金

資 産 除 去 債 務

そ の 他 の 流 動 負 債

未 収 運 賃 未 払 金

科 目

( 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

未 収 金 未 払 費 用

分 譲 土 地 建 物 未 払 法 人 税 等

事 業 所 閉 鎖 損 失 引 当 金

商 品 預 り 連 絡 運 賃

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 預 り 金

前 払 金

前 払 費 用 前 受 金

そ の 他 の 流 動 資 産 賞 与 引 当 金

貸 倒 引 当 金

資 本 剰 余 金

固 定 資 産 固 定 負 債

鉄 道 事 業 固 定 資 産 長 期 借 入 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

建 設 仮 勘 定 退 職 給 付 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

役 員 株 式 給 付 引 当 金

( 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

資 産 除 去 債 務

資 本 金

付 帯 事 業 固 定 資 産 鉄 道 ・ 運 輸 機 構 長 期 未 払 金

各 事 業 関 連 固 定 資 産

そ の 他 の 固 定 負 債

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
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損　 　益　 　計　 　算 　　書

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

（単位：百万円）

科　　　　　　　　　　目 金                        額

74,504        

78,096        

3,591         

36,451        

32,798        

3,652         

60            

2,708         

443           3,152         

5,283         

1,230         

468           6,982         

3,769         

15,940        

2,938         

1,260         20,138        

2,075         

2,933         

3,885         

3,466         

1,876         14,238        

2,130         

77            

951           1,028         

1,102         

鉄 道 事 業

営 業 収 益

営 業 費

営 業 損 失

付 帯 事 業

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

全 事 業 営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 損 失

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

関 係 会 社 株 式 評 価 損

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

工 事 負 担 金 等 受 入 額

そ の 他

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

工 事 負 担 金 等 圧 縮 額

株 式 交 付 費

減 損 損 失

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
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（単位：百万円）

特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立金

固定資産
圧縮特別勘定

積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

21,665 - 10,456 10,456 4,475 303 2,689 16 2,300 181,120 190,905 223,027

35,000 35,000 35,000 - 70,000

129 △1,429 △1,299 △1,299

209 △209 - -

△52 52 - -

7,629 △7,629 - -

△199 199 - -

7 △7 - -

1,102 1,102 1,102

35,000 35,000 - 35,000 129 156 7,430 7 - △7,921 △197 69,802

56,665 35,000 10,456 45,456 4,605 459 10,120 24 2,300 173,198 190,708 292,830

8,927 8,927 231,955

70,000

△1,299

-

-

-

-

-

1,102

4,732 4,732 4,732

4,732 4,732 74,535

13,660 13,660 306,491

新 株 の 発 行

剰 余 金 の 配 当

特 別 償 却 準 備 金
の 積 立

当 期 変 動 額

当 期 首 残 高

利益剰余金

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

資本準備金

特 別 償 却 準 備 金
の 取 崩

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

資本金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

株主資本
合計

株主資本

資本剰余金

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

固定資産圧縮特別勘定
積 立 金 の 積 立

当 期 純 利 益

株 主 資 本 以 外
の 項 目 の 当 期
変 動 額 （ 純 額 ）

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 積 立

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行

剰 余 金 の 配 当

特 別 償 却 準 備 金
の 積 立

特 別 償 却 準 備 金
の 取 崩

当 期 変 動 額 合 計

評価・換算差額等

純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等
合計

当 期 末 残 高

固 定 資 産 圧 縮
積 立 金 の 取 崩

固定資産圧縮特別勘定
積 立 金 の 積 立

当 期 純 利 益
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法に基づく原価法    

その他有価証券

時価のあるもの ………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの ………移動平均法に基づく原価法

なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により

有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の

決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法による。

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は、原価法によっております。（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

分譲土地建物 ………分譲地別総平均法

商品 ………主として売価還元法

原材料及び貯蔵品………主として平均原価法（移動平均法）

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

鉄道事業固定資産及び各事業関連固定資産については定率法、付帯事業固定資産については定額法を採用しております。

但し、鉄道事業固定資産の構築物のうち、取替資産については取替法の償却を行うとともに、取得価額の50％に達するまでは定率法を

併用しております。

また、鉄道事業固定資産及び各事業関連固定資産において、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降取得の建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は次のとおりであります。

建物 ２～50年

構築物 ２～75年

車両及び運搬具 ２～20年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（２）賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

（４）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規則に基づく期末要支給額を計上しております。

（５）役員株式給付引当金

役員への株式給付に備えるため、役員株式給付規程に基づく支給見込額により役員株式給付引当金を計上しております。

（６）事業所閉鎖損失引当金

事業所の全部または一部の売却・廃止に伴う損失に備えるため、当事業年度末までに全部または一部の売却・廃止を決定した事業所

に係る撤退費用の見込額を計上しております。

（７）固定資産撤去損失引当金

取り壊しが決定した固定資産につき、その処理費用の支出に備えるため、撤去費用の見込額を計上しております。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

個　別　注　記　表
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（２）工事負担金等の会計処理

鉄道事業における連続立体交差等の高架化工事や踏切道路拡幅工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事

負担金等を受けております。

これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等を取得した固定資産の取得原価から直接減額して計上しております。

また、損益計算書においては、工事負担金等受入額を特別利益に計上するとともに、固定資産の取得原価から直接減額した額を工事

負担金等圧縮額として特別損失に計上しております。

なお、工事負担金等により取得した資産に付随して発生する費用のうち工事負担金等に対応する額については、「工事負担金等受入額」から

直接控除しております。

（表示方法の変更に関する注記）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業年度より適用し、（会計上の見積りに関する注記）を

開示しております。

（会計上の見積りに関する注記）

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性

があるものは、次のとおりであります。

１．繰延税金資産の回収可能性

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産　15,906百万円（繰延税金負債相殺前）

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。当該見積りは、将来の不確実な

経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の

計算書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

２．固定資産の減損

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

減損損失　3,885百万円、有形及び無形固定資産　617,802百万円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・

フローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。当該

見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、結果として将来キャッシュ・フローが減少した場合、

翌事業年度の計算書類において、さらなる減損処理が必要となる可能性があります。

３．関係会社株式の減損

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式評価損　3,466百万円、関係会社株式　160,467百万円

（２）会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

関係会社株式について、株式の実質価額が帳簿価額に比べて50％程度以上低下し、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられない場合には、

帳簿価額を実質価額まで減額し、当該減少額を関係会社株式評価損として計上しております。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動

などによって影響を受ける可能性があり、結果が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、さらなる評価損処理が必要となる

可能性があります。

４．新型コロナウイルス感染症に関する会計上の見積りの仮定

当社における新型コロナウイルス感染症の影響については、2021年度以降もその影響を受けることが想定されますが、2023年度には

新型コロナウイルス感染症流行前の利益水準に概ね回復すると仮定したうえで、会計上の見積りを行っております。なお、新型コロナウイルス

感染症の広がりや収束時期等の見積りには不確実性を伴うため、実際の結果は上記仮定と異なる場合があります。

（貸借対照表に関する注記）

１．資産に係る減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 613,587　百万円

２．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりであります。

　　　鉄道事業固定資産（財団抵当） 313,083　百万円

担保付債務は、次のとおりであります。

　　　長期借入金 93,432　百万円

　　　短期借入金（一年内返済予定長期借入金） 8,930　百万円

　　　鉄道・運輸機構長期未払金 10,857　百万円

　　　未払金（一年内支払予定鉄道・運輸機構長期未払金） 3,628　百万円

３．貸株による担保資産及び調達資金

貸株に供している担保資産は、次のとおりであります。

投資有価証券 802　百万円

貸株により調達した資金は、次のとおりであります。

流動負債「預り金」 500　百万円
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４．保証債務

関係会社等の金融機関からの借入に対する債務保証額

（関係会社）

㈱西武ホールディングス 312,817　百万円

近江鉄道㈱ 209　百万円

伊豆箱根鉄道㈱ 456　百万円

小計 313,482　百万円

（関係会社以外）

提携ローン保証 16　百万円

小計 16　百万円

合計 313,499　百万円

５．工事負担金等累計額

固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 134,517　百万円

６．事業用固定資産

有形固定資産 土地 177,141　百万円

建物 151,149　百万円

構築物 138,690　百万円

車両及び運搬具 34,649　百万円

その他 20,755　百万円

計 522,386　百万円

無形固定資産 4,551　百万円

７．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 566　百万円

短期金銭債務 272,479　百万円

長期金銭債務 31,039　百万円

（損益計算書に関する注記）

１．営業収益 110,955　百万円

２．営業費 110,894　百万円

３．関係会社との取引高

営業取引による取引高

　営業収益 1,075　百万円

　営業費 12,069　百万円

営業取引以外の取引高 20,996　百万円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

（単位：株）

（*)Ａ種優先株式の発行済株式総数の増加700株は、2020年11月に当該優先株式を発行したことによるものです。

２．配当に関する事項

（１）金銭による配当

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産の発生の主な原因は繰越欠損金及び退職給付引当金、減損損失の計上等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は合併受入資産評価差額

によるものです。

（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、親会社である㈱西武ホールディングス及び外部金融機関からの借入により資金

を調達しております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

投資有価証券は、主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握をおこなっております。

営業債務である未払金は、主に１年以内の支払期日であります。

借入金等（短期借入金、長期借入金、鉄道・運輸機構長期未払金）は、営業取引及び設備投資に係る資金調達であります。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額

の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

３円00銭

決議 株式の種類

433,304,640      -                -                433,304,640      

2020年６月25日
定時株主総会

Ａ種優先株式(*)

基準日

2020年３月31日

-                

配当金の
総額

700              

効力発生日

普通株式 1,299百万円 2020年６月26日

１株当たり
配当額

700              -                

普通株式

当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数株式の種類 当期首株式数
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２．金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注２）参照）。

 (*)１年内返済予定の長期借入金は「（３）長期借入金」に含めて表示しております。

（注１）　金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券に関する事項

資　産

（１）現金及び預金

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（２）投資有価証券

 株式は取引所の価格によっております。

負　債

（１）短期借入金、（２）未払金

 短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（３）長期借入金

 固定金利によるものであり、元利金の合計額を同様の新規借入をおこなった場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって

 おります。

（４）鉄道・運輸機構長期未払金

 市場金利を反映して一定期間ごとに金利が変動し、同様の鉄道・運輸機構長期未払金が発生した場合においても同じ金利条件である

 ため、当該帳簿価額によっております。

（注２）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（２）投資有価証券」には含めておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、埼玉県その他の地域において、賃貸商業施設、賃貸オフィスビル、賃貸マンション及び遊休不動産等を所有しております。

なお、賃貸施設の一部については、当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。

これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。

２．賃貸等不動産の時価等に関する事項

（注１）　貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

（注２）　当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（指標等を用いて調整

をおこなったものを含む）、その他の物件については、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標を用いて

調整した金額によっております。

賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産

11,558                     24,368                     

遊休不動産 10,089                     

（２）投資有価証券

160,467                          

146,323                    246,765                    

50,060 

255,227 

139,074 

3,712 

　関係会社株式

（１）短期借入金(*)

（１）現金及び預金

-                

-                

3,712            

差額
（百万円）

時価
（百万円）

46,306 

　資産計 50,060 

（４）鉄道・運輸機構長期未払金

貸借対照表計上額
（百万円）

（２）未払金

11,287 

（３）長期借入金(*)

　非上場株式

11,287 

-                

15,590                     

時価
（百万円）

賃貸等不動産

区分

3,754 

-                

457,733 

991                              

貸借対照表計上額（百万円）

-                

454,021 

46,306 

52,144 

3,754 

255,227 

-                

貸借対照表計上額
（百万円）

　負債計

52,144 

135,362 
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（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

債務保証

（注１）

ＣＭＳ取引 短期借入金

（注２、注３）

資金の借入 短期借入金

（注３） 長期借入金

資金の返済

（注３）

利息の支払 未払金

（注３）

当社の銀行借入金

等に対する債務の

被保証

（注４）

当社のＡ種

優先株式に対する

買取義務

（注５）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　㈱西武ホールディングスの金融機関からの借入金に対する債務保証であります。

（注２）　ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）取引の取引金額については、期首と期末の差額を純額表示しております。

（注３）　㈱西武ホールディングスからの資金の借入であり、借入金利は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

（注４）　当社の金融機関からの借入金及び鉄道・運輸機構への（長期）未払金に対する債務の被保証であります。

（注５）　当社が㈱みずほ銀行及び㈱日本政策投資銀行に対し第三者割当の方法により発行した700億円のＡ種優先株式の引受に関する

投資契約書（以下、「本契約」と言います。）について、以下のとおり㈱西武ホールディングスが確約しております。

　　　　　（ⅰ）2025年11月27日が到来した場合、又は（ⅱ）以下に定める事由が発生し、割当先が請求した場合には、㈱西武ホールディングスは

割当先から払込金額に未払累積配当金及び経過優先配当金相当額を加算した額で買い取る義務を負います。なお、当期末においては、

未払累積配当金及び経過優先配当金は発生しておりません。

　　　　　　①当社が２事業年度連続してＡ種優先株式に係る優先配当金の全部又は一部を支払わなかった場合

　　　　　　②当社の分配可能額が、Ａ種優先株式に係る金銭を対価とする取得条項の発動を可能とするために必要となる額を下回った場合

　　　　　　③上記の他、本契約に定める場合

２．子会社及び関連会社等

建設工事代等

（注１）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　価格その他の取引条件は、価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

３．兄弟会社等

当社の銀行借入金

等に対する債務の

被保証

（注１）

賃貸料収入等

（注２）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）　当社の金融機関からの借入金及び鉄道・運輸機構への（長期）未払金に対する債務の被保証であります。

（注２）　価格その他の取引条件は、価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 544円53銭

１株当たり当期純利益 １円29銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

31,000      

㈱西武プロパ
ティーズ

－ 不動産の賃貸等
役員の兼任なし

15,692          － -               

属　性
関連当事者
との関係

取引の内容会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

2,000       

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

312,817     － -           

△  51,416 255,227     

3,578       264         

73,825      － -           

属　性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高
（百万円）

2,000       

子会社 西武建設㈱ 所有
　直接　100%

建設工事発注等
役員の兼任なし

18,533          未払金 12,767          

属　性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（百万円）
科目

期末残高
（百万円）

親会社の
子会社

㈱プリンスホテル － 債務の被保証等
役員の兼任あり

73,825          － -               

親会社 ㈱西武ホールディ
ングス

被所有
　直接　100%

70,000      -           －

-           

資金の借入等
役員の兼任あり
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（その他の注記）

１．減損損失に関する注記

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

　（１）減損損失を認識した主な資産

　（２）資産グルーピングの方法

　当社は、遊休資産については個別物件単位に、事業用資産については継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分を考慮して

資産のグルーピングを決定しております。

　（３）減損損失の認識に至った経緯

　としまえん閉園の決定にともない、減損の兆候が認められたことから、当該閉鎖にかかる資産を回収可能価額まで減額し減損損失を

認識しております。

　他の遊休資産及び事業用資産については、当初想定していた収益を見込めなくなったこと、継続的な地価の下落などにより、資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し減損損失を認識しております。

　（４）資産区分ごとの減損損失の内訳

土地 百万円

建物 百万円

構築物 百万円

機械装置 百万円

工具器具備品 百万円

無形固定資産 百万円

合計 百万円

　（５）回収可能価額の算定方法

　遊休資産及び事業用資産の回収可能価額は、主として正味売却価額により測定しております。正味売却価額は、不動産鑑定評価基準

に基づく鑑定評価額等をもとに算定しております。

397

326

0

3,885

61

2,317

783

種類

岩手県、群馬県、神奈川県

東京都、埼玉県

場所

遊休資産
３件

79

用途
減損損失

（百万円）

事業用資産
３件

3,806

土地、構築物

建物、構築物
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